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腰部疾患術後患者のホームエクササイズ推進に関する研究  
介護予防マネジメントコース  
5008A309-3   笠木 広志       研究指導教員：岡 浩一朗 准教授  
 
Ⅰ．序論 

戦後における医療技術革新は疾病治癒に関し

て大きな成績を残したものの医療費増大の一因

となり，政府は医療費削減を目的とした在院日

数の短縮や診療報酬マイナス改定などの施策を

講じた．これに伴いリハビリテーション分野に

おいて算定日数制限が制定され，限定された期

間内に適切でより効果的な理学療法が求められ

るようになった．しかし政策が進む一方，疾患

によっては継続的にリハビリテーションを続け

なければ症状が悪化するようなこともある．こ

のような維持的リハビリテーションは毎日通院

して継続することは困難であるにも関わらず，

毎日継続的に行った方が効果を上げ得るため，

患者が自宅で運動するホームエクササイズ（以

下，HE）の重要性が叫ばれている．このよう

な中，臨床においては下肢疾患術後患者よりも

腰部疾患術後患者の HE 継続率の方が悪いとい

うことを経験する．神戸ら（1997）によれば，

疼痛がなく生活できるようになると HE を中断

する患者が増加するとしている．腰部疾患術後

患者の HE としては疼痛抑制が目的ではなく，

深部筋コルセット作用の強化により症状の再燃

抑制を目的としているが，下肢疾患術後患者に

おいては，入院中の筋力強化だけでは再び疼痛

が増強しないための十分な筋力は得られないこ

とから，退院後も疼痛抑制のために継続的な

HE が必要とされる．このような HE の目的の

違いが，下肢疾患術後患者の HE の継続率の高

さとして表れているものと考えられる． 
運動の継続には本人のセルフ・エフィカシー

（以下，SE）が重要となってくる．Bandura
（1986）は，SE とはある結果を生み出すため

に必要な一連の行為をどの程度うまく行うこと

が出来るかという，個人の確信のことを指すと

定義している．Hallam ら（1998）によればセ

ルフ・エフィカシーSE は運動プログラムを採

択するかどうか，また監視下にあるプログラム

を終了した後も運動を継続するかどうかを予測

する上で重要な予測因子であるとしている．し

かし，理学療法の分野においては SE を採用し

た研究はいくつか報告されているものの，対象

が限局化しており，まだ十分とは言い難い． 
以上のことより退院後の患者の体調管理を行

う上で，毎日のリハビリテーションの継続は有

益なものであり， HE の継続が重要であること

が考えられる．しかし，現状では継続率を上げ

るよう配慮された指導法は十分とは言い難く，

現状の先行研究では腰痛患者や下肢疾患術後患

者の HE 継続率に関する報告はいくつかみられ

るものの，腰部疾患術後患者の HE 継続率に関

する報告はされていない．また，SE と HE 継

続率との関連性についての報告はされていない．

そこで，腰部疾患術後患者において HE を継続

的に実施できていない者はどのような要因が関

連しているのかを分析することにより，HE 継

続率を上げるための方法を考えていく上で，有

益となる情報を得ることが出来るのではないか

と考える． 
Ⅱ．目的 

腰部疾患術後患者の HE 継続率を経時的に調

査し，調査前後の SE，HE 効果の有無，HE の

重要度，発症前身体活動度などと対比すること

で，HE の継続率と関連している要因を抽出す

る． 
Ⅲ．方法 
1)対象：Laminotomy を施行した症例 4 名．症

例 1(57 歳男性)は腰椎椎間板ヘルニア，症例

2(53 歳男性)，症例 3(72 歳男性)，症例 4(74
歳男性)は腰部脊柱管狭窄症であった． 
2)方法：測定時期：Laminotomy 施行後（初期

評価）と，抜鉤後（初期評価との整合性評価），

術後 3 ヵ月後（最終評価）．術後 3 ヶ月間（退

院～コルセット離脱まで）は HE 継続シート

により，2 週間ごとの電話連絡にて継続程度を

確認した． 
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調査項目：基本情報として年齢，性別，身長，

体重，職業，家庭環境，医学的情報として基礎

疾患，罹病期間，合併症を調査した．理学的評

価項目として体幹筋持久力，疼痛を測定した．

自記式質問表での評価として， IPAQ 日本語版

Short Version，コルセット筋を鍛えるための運

動継続 SE，HE 効果の有無，重要度，運動でき

なかった理由に関しての調査を行った．運動で

きなかった理由に関しては，術後 3 ヵ月の時点

でのみ調査を行った．HE 継続率は HE チェッ

クシートを配布し，継時的に調査を行った． 
Ⅳ．結果と考察 

対象 4 症例において，HE の継続には，指導

された HE の効果および重要性を患者自身がい

かに認識できているかが大きく関わってくるこ

とが分かった．また，継続率に伴って SE も変

動することも確認された．Bandura（1997）に

よれば，過去の身体活動経験が高いほど SE が

高いとある．症例 1，2 を比較した場合，症例 1
の方が発症前身体活動度は高く，介入時点では

症例 2 よりも症例 1 の方が SE は高かった．こ

の結果から症例 1 の継続率の方が高くなること

を予想したが，症例 2 の継続率の方が高かった．

SE は症例 2 では調査期間を通してほぼ一定の

軌跡を呈しており，症例 1 では介入時を頂点に

徐々に減少し，最終的には介入時の半分まで減

少していた．Sallis ら（1990）は，運動からの

ドロップアウトの最も多い理由は「傷害」であ

るとしている．症例 1 は入院中から術後の症状

が残存しており，これが SE の低下に影響して

いる最大の要因かと思われた． 
課題に対する意味付けや必要性に対しての価

値観が，SE へ与える影響は大きいことは報告

されている．症例 1 の効果の有無および重要度

に対しての回答は介入時・抜鉤時ではポジティ

ブなものであったが，術後 3 ヶ月の時点ではネ

ガティブなものへと変化している．症例 1 は術

後症状が持続し，症例的には体幹筋力強化にて

この症状が軽減すると解釈しており，体幹筋力

強化の意味を認識しきれていなかった．この点

が結果に影響しているものと推察した．症例 3，
4 は症例 1 と同様の経過であったため，それと

近似した経過を追うと予測していた．しかし，

結果としては調査期間中において終始 SE およ

び HE に対しての認識が高い状態を維持できて

おり，継続率 100％という結果を残した．この

2 例を症例 1 と比較した際に大きく違う点は

「HE の効果・重要性をしっかりと認識できて

いたこと」および「時間的な制約の有無」であ

った． 
Weinberg ら（1999）は一般な運動の主なバ

リアとして，時間のないこと，活力がないこと，

動機づけがないことを理由として挙げている．

今回の調査においては「疲れているから休みた

い」，「忙しくて時間がない」，「面倒くさい」，「身

体上の理由」が挙げられた．鍋谷ら（2001）は

運動指導の際，各バリアに対して考慮されたプ

ログラムを指導することが運動継続に関して有

用であり，運動を生活の中に取り入れようと思

った時に抵抗のないプログラムであることが重

要であるとしている．今回調査した上記の各バ

リアを踏まえると，新たな活動として HE とし

て指導するのであれば，「時間に対する配慮」

および「疲労感に対する配慮」を第一に念頭に

おき，日常生活中において何かを行いながらで

も実行できるような運動方法を考慮する必要が

あると考える． 
ここまで述べたように，HE を継続していく

上で SE や実施している HE に対しての認識，

バリアの存在は，継続を左右する重要な因子で

あることが分かった．患者個別にこれらの要素

を調査することは，各個人ごとにどの部分に重

きを置いて HE を指導することが良好な結果を

もたらす指導法となり得るのかを検討していく

上で，有益なものとなると考える．近年，リハ

ビリテーション分野において認知運動療法が取

り上げられることが多くなっており，宮本

（2008）は運動機能の回復において，患者は受

動的姿勢ではなく，能動的姿勢で治療を進める

ことの重要性を述べている．今回の HE 継続に

関しての個々の結果を踏まえ，退院後の HE の

指導として認知運動療法が応用できないかどう

かを検討していきたい．今回の調査においては，

対象の少なさから結果より考察できることに限

界があるが，今後も継続して調査していくこと

で臨床に活用していく所存である． 
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Ⅰ．序論 

 1．研究背景 

1）医療費増大に伴う政策－ホームエクササイズのあり方－ 

現在，我が国における65歳以上の人口は2746万人（2007年10月1日現

在）に上り，総人口の21.5％が65歳以上という超高齢社会を迎えた1）．ま

た，平均寿命も男性79.19年，女性85.99年（2007年現在）となっており，

今後も男女共に引き続き伸びていくことが推測されている2）．また，戦後

において医学や医療技術は急速に進歩し，新しい診断法や治療法が次々

に開発された．これらの技術革新は疾病治癒に関して大きな成績を残し

たが，高価な医療機器・医薬品を用いることが多かった．こうした急速

な高齢化や医療提供体制の整備・充実は，我が国の医療費増大の背景の

一因となっている3）．そのため政府は，医療費削減を目的として在院日数

の短縮や診療報酬マイナス改定などの施策を講じた．これに伴い，リハ

ビリテーション分野においてリハビリテーション算定日数制限が制定さ

れ，限定された期間内に適切でより効果的な理学療法が求められるよう

になった4)．これらのような政策が進む一方，慢性疾患のように継続的に

リハビリテーションを続けなければ症状が悪化するようなものも存在す

る．このように維持的リハビリテーションは毎日継続的に行った方が効

果を上げ得るにもかかわらず，毎日通院することは困難であるため，患

者自身が自宅で運動を行うホームエクササイズ（Home-exercise 以下，

HE）の重要性が叫ばれている4)． 

また，急性期病院においては治療目標に到達する前に，転院や退院を余

儀なくされることも見られるようになった．自宅退院であれば外来による

理学療法の継続が選択されるが，入院中と比較すると治療介入が可能な時

間は制限されてくる．これらのことから，患者自身が家庭で自己管理的に

HE を行うことが継続的なリハビリテーションを行っていく上で最も重要

となり，入院中に獲得した機能を維持・改善して治療目標を達成すること

に繋がると言われている 5)． 
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2）腰部疾患術後リハビリテーションの必要性 

    HE が重要となることは，今回対象とした腰部疾患術後患者にも当ては

まる．腹筋・背筋（以下，体幹筋）は，腰椎の安定化に寄与している．

しかし，腰部疾患術後患者においては筋実質への侵襲により筋力低下が

生じ，腰椎が術前に比べて不安定になるため，代償としてコルセットの

着用が要される．コルセットの着用期間は執刀医の判断や各病院でプロ

トコールが異なるが，若野 6)や大垣ら 7)が推奨しているものと同様，当院

では基本的に術後約 3 ヶ月のコルセット使用を義務づけ，それ以降は除

去するように指示している．この期間に体幹筋の筋力強化を行わなけれ

ば廃用性の筋力低下が生じ，コルセットが手放せない状態になる．よっ

て，術後 3 ヶ月後にコルセットから離脱するまでは，退院後の HE の継

続により腰椎周囲の体幹の筋力を向上させ腰椎の安定化を図る必要性が

ある． 

    脊椎の深部には多くの筋が存在し，レバーアームが短いために大きな

力を発生することは出来ないが，脊柱の安定化に大きく寄与しているこ

とが言われている．その中でも特に注目されているのが腹横筋および多

裂筋である．腹横筋と多裂筋の活動に伴い腰椎骨盤領域を囲む胸腰筋膜

が緊張し，これらの筋－筋膜コルセット機能により腰椎骨盤領域の安定

性が向上すると言われている8)．以上のことから，腹横筋および多裂筋に

注目した．臨床では一般的にこれらの筋の強化方法として，背臥位での

方法（draw-in）が指導されている．しかし金子ら9)によれば，背臥位よ

りも座位のほうが腹横筋の筋厚は増大するとあり，さらに座位姿勢にお

いて体幹を頭側へ伸展させることで，高い腹横筋の活動が得られること

が示されている10)．この方法は内外腹斜筋，腹横筋，多裂筋などの腹腔

周囲筋の強化に有効であるといわれている11)．このような背景から当院

では座位姿勢での体幹筋強化法を指導している．以下に当院での体幹筋

強化方法を図1として添付する． 
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図 1 体幹筋強化方法（左図は筋力が弱い者，右図は強い者に指導） 

 

椅子に浅く腰掛けて背中を伸ばし，後方に傾斜させた姿勢を保持する．体幹筋

力が弱い者に右図姿勢をとらせると腰痛を引き起こすため，その者の筋力に合

わせて方法・負荷量を調整する． 

 

3）病院での運動指導の現状 

臨床においては下肢疾患術後患者よりも，腰部疾患術後患者の HE 継続

率の方が悪いということを経験する．下肢疾患術後患者を対象とした研究

において，神戸ら 12)や立松ら 13)によれば疼痛がなく生活できるようにな

ると HE を中断する患者が増加するとしている．腰部疾患術後患者の HE

としては疼痛抑制が目的ではなく，深部筋コルセット作用の強化による症

状の再燃抑制を目的としている．しかし下肢疾患術後患者においては，入

院中の筋力強化トレーニングだけでは再び疼痛が増強しないための十分

な筋力は得られないことから，退院後も疼痛抑制のために継続的な HE が

必要とされる．このような HE の目的の相違が，下肢疾患術後患者の HE

継続率の高さとして表れているものと考えられる．こうした背景から，「ど

うすれば腰部疾患術後患者の HE の継続率が上がるのか？」と考えるよう

になった． 
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4）運動継続に関連する因子 

運動の継続に関して，セルフ・エフィカシー（Self-efficacy：自己効力

感 以下，SE）や課題に対しての認識が重要となることは諸家により報告

されている 14,15)． 

SEとは，ある結果を生み出すために必要な一連の行為，または行動を

どの程度うまく行うことが出来るかという個人の確信のことをいう16,17)．

身体活動・運動との関係で言えば，個人が定期的に運動を行う場合，多様

に異なる障害や状況に置かれても，逆戻りすることなくその運動を継続し

て行うことが出来る見込み感を「運動SE」と呼んでいる18)．身体活動・

運動の増進に関する研究では，運動行動の変容段階と運動SEとの関係を

検討した研究が，これまで欧米を中心として多数行われており19,20)，我が

国においても，身体活動・運動の増進に関する研究が進められている21)．

HallamらによればSEは運動プログラムを採択するかどうか，また監視下

にあるプログラムを終了した後も運動を継続するかどうかを予測する上

で重要な予測因子であるとしている14) ．よって，HEの継続にも本人のSE

が重要となると考える．坂野は，臨床場面において効果的な治療を遂行し，

そのプロセスについて検討を加えるためには，個人のSEを測定しておく

ことが有用であるとしている22) ．しかし，理学療法の分野においてはSE

を採用した研究はいくつか報告されているものの，心大血管疾患患者に対

象が限局化しており，まだ十分とは言い難い23)． 

 

以上のことより，腰部疾患術後患者の状態管理を行う上で毎日のリハビリ

テーションの継続は有益なものであり，そのために患者自身が家庭で自己管

理的に HE を行うことが重要であると考えられる．しかし，現状では継続率

を上げるよう配慮された指導法は十分とは言い難く，国内外においても研究

が進められていない．先行研究では，腰痛患者や Chiari 骨盤骨切り術後患者，

人工膝関節置換術後患者の HE 継続率に関する報告はいくつかみられるもの

の，腰部疾患術後患者の HE 継続率に関する報告はされておらず，また SE

と HE 継続率との関連性についての報告はされていない 12,13,24)．そこで，腰

部疾患術後患者において HE を継続的に実施できていない者はどのような要
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因が関連しているのかを分析することにより，HE 継続率を上げるための方法

を考えていく上で有益となる情報を得ることが出来るのではないかと考える． 

 

2．目的と意義 

本研究の目的は，腰部疾患術後患者の HE 継続率を継時的に調査し，調査

前後の SE，HE 効果の有無，HE の重要度，発症前身体活動度などと対比

することで，HE の継続率と関連している要因を明らかにすることである．

腰部疾患術後患者は退院後の HE の継続により，コルセット筋力および持久

力を向上させ腰椎の安定化を図る必要性があるにも関わらず，継続を断念す

る者が多いことから，継続率に影響する要因を明らかにすることは HE 継続

率を上げるための指導法を検討する上で一つの手掛かりとなると考えられ

る．今回は腰部疾患による Laminotomy 施行患者を対象に，術後・抜鉤後・

術後 3 ヶ月間・術後 3 ヶ月後に評価を行い，事例検討を行うこととした．

若干の文献的考察を加え，以下に報告する． 
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Ⅱ．研究方法 

 1．用語の操作的定義  

SEは文脈や状況に極めて依存しているために，測定の尺度は特異な状況

や場面，また課題や活動に関して，それぞれの集団の為に開発されなければ

ならないとされている25)．よって，本研究で使用するSEは「腰部疾患術後

患者において退院後に毎日，体幹筋強化をやり抜く確信」のことを指すこと

とした．患者への説明の際は，一般的に呼ばれているコルセット筋の名称を

使用し，「コルセット筋を鍛えるための運動継続SE」と定義した． 

 

 2．調査対象 

2008年8月～9月に茨城県内のA病院に入院中の患者で，腰椎椎間板ヘルニ

アもしくは腰部脊柱管狭窄症により単椎間Laminotomyを施行した者全例

を対象とした．運動継続に対する障害として疼痛の存在が考えられ，椎体固

定術は上下椎体間の不安定性による疼痛をきたしやすいことから，単椎間

Laminotomy施行者のみを対象とした． 

症例1（57歳男性：L3/4ヘルニア），症例2（53歳男性：L4/5腰部脊柱管

狭窄），症例3（72歳男性：第4/5腰部脊柱管狭窄症），症例4（74歳男性：

第4/5腰部脊柱管狭窄症）であった． 

 

 3．倫理的配慮 

本研究は A 病院理事長の承認のもと実施することとし，対象者には本研

究の目的，方法，結果の取り扱いなどについて文章及び口頭にて説明を行っ

た．対象者の個人情報を保護するために調査・研究以外の目的でこの情報が

使用されることが無いこと，および調査結果は個人が特定されることのない

よう扱うことを明記した上で，個人情報収集同意書への署名を依頼し，実施

に同意した者から回答を得ることとした． 
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 4．調査測定方法 

  1）手続き 

調査測定はLaminotomy施行後（リハビリテーション室での理学療法介

入時）と，術後2週後（抜鉤時），術後3ヵ月後の計3回行った．自記式質

問表は手渡しし，内容について説明した上で対象者が回答したものをその

場で回収した．退院時にHEチェックシートを渡し，術後3ヶ月間（退院～

コルセット離脱まで）は2週間ごとの電話連絡にて継続程度を確認した． 

  2）調査測定内容 

基本情報として年齢，性別，身長，体重，職業，家庭環境，医学的情報

として基礎疾患，罹病期間，合併症を調査した．理学的評価項目として体

幹筋持久力，疼痛を測定した．自記式質問表での評価として，国際標準化

身体活動質問表 International Physical Activity Questionnaire（以下，

IPAQ）日本語版 Short Version26)，コルセット筋を鍛えるための運動継続

SE，HE 効果の有無，重要度，運動できなかった理由に関しての調査を行

った．運動できなかった理由に関しては，術後 3 ヵ月の時点でのみ調査を

行った．HE 継続率は HE チェックシートを配布し，継時的に調査を行っ

た．今回の調査で使用したアンケート表および HE チェックシートは，資

料として巻末に添付する． 

体幹筋持久力は腹横筋の持久力とし，等尺性筋持久力を評価した．体

幹筋持久力の評価としては従来から，Kraus-Weber テストによる腹筋・

背筋持久力評価や Sorensen テストでの背筋持久力評価での報告がある

27)．いずれの評価法も，一定の姿勢を保持するテスト法である．しかし，

これらの評価法はテスト中に腰椎前弯を増強させ腰痛の悪化をきたす可

能性や，健常者であってもテスト肢位そのものを取ることができない場

合もあり，特に高齢者や女性には不向きであった．よって，測定方法は

石井・伊藤ら 28,29)による評価方法を採用した．方法としては，背臥位に

て頚部屈曲し両肩甲骨下角までを離床させ，股関節及び膝関節 90°挙上保

持して下腿以下を台に乗せ，さらに両上肢にて後頚部を屈曲保持させた．

評価の終了は，被験者が頭部や体幹の屈曲位保持が不能となった場合と

した． 
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疼痛の評価としては，numeric rating scale（以下，NRS）を使用した

30)．当該症状において経験した疼痛について最高点を 10 点とし，現時点

での疼痛が何点かを答えてもらった． 

HE 継続率に関しては，今回の調査のために作成した HE チェックシー

トを使用した．HE として，症例ごとに負荷量を設定して指導し，体調が

優れない日は中止することを条件とした．指示通り練習が出来た日，出

来なかった日を記載させ，術後 3 ヶ月まで 2 週間ごとの電話連絡にて継

続程度を確認した． 

IPAQ は WHO のワーキンググループ（参加 12 か国，14 研究センタ

ー）において，世界各国における身体活動量の現状を把握し国際比較を

するために開発された．IPAQ は平均的な 1 週間における高強度および中

等度の身体活動を行う日数および時間を質問し身体活動量を算出するも

ので，従来の質問表と比較して信頼性，妥当性の面で同等以上であり身

体活動量の国際比較に活用できることが示されている．これを元として

作成されたのが IPAQ 日本語版であり，理学療法介入時には，発症前の

平均的な 1 週間の身体活動度に関して質問した．術後 3 ヵ月の時点では，

その時点においての平均的な 1 週間の身体活動度に関して質問した． 

コルセット筋を鍛えるための運動継続 SE について，HE として体幹筋

強化は腰部疾患の術後患者全員が必ず指導されるが，患者の状態によっ

ては他のプログラムも同時に指導されることがある．こういった場合，

指導される運動量の多さが「運動できなかった理由」にバイアスとして

掛かってくる割合は大きいと予測される．よって今回は，指導する HE

の中でも体幹筋強化に限定して単項目 SE を採用し，「退院後，指導され

た腹筋の運動を毎日行う自信がどの程度あるか」を尋ねた． 

HE 効果の有無および重要度に関しての質問としては，実施する体幹筋

強化運動が自分にとって効果があると思うかどうか，および重要と思う

かどうかについて質問した．Bandura によれば，行動変容の先行要因と

しての予期機能として，自分のとる行動によってある結果が生じるとい

う結果予期と，上手く行えるかどうかという自分の遂行能力に対する自

信の効力予期の 2 つの予測が働くとし，人はこれらによって行動が規定
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されるとある 16)．効力予期のことを Bandura は SE としている．運動の

結果予期は，身体活動を行うことによる身体的・生理的効果，社会的影

響が関連し，蓑内 15)は課題に対する意味付けや必要性に対して高い価値

を置いている方が自己効力感は高く，課題とされている行動をとる率が

高いとしている．以上のことから，運動継続 SE，HE 効果の有無，およ

び重要度に関しての質問を採用した． 

運動できなかった理由（以下，バリア）について，運動することの社

会的・健康的・個人的利益は一般的に理解されているにも関わらず，多

くの人々は様々な理由をバリアとして挙げ，運動することを生活に取り

入れていない31)．よって，各バリアを取り除くようなアプローチの必要

性が示唆される．今回，Laminotomy術後の患者が抱く体幹筋力強化を毎

日行うことに対しての身体的・心理的および環境的バリアを調査するこ

とで，これらを解決できるようなプログラムを開発することが出来ると

考える．本研究では舌間ら5)による先行研究を参考に当院職員間でブレイ

ンストーミングを行い，さらに患者の意見を加え，対象者が経験してい

ると思われるバリアを抽出し，忙しくて時間がない，疲れているから休

みたい，面倒くさい，特に必要と思わない，運動を行う環境・機会がな

い，一緒に運動を行う仲間がいない，運動するのが嫌い，日常の生活で

十分に運動の代わりになっている，運動の量が多い，身体上の理由，の

計10項目を採用した． 

バリアおよび HE 効果の有無・重要度を判定する回答方法としては，

当てはまるか当てはまらないかをはっきりさせることで運動中断理由の

明確化を図るという意図により，かなり当てはまる，少し当てはまる，

少し当てはまらない，かなり当てはまらない，の 4 件法とした． 

 

5．理学療法 

術後理学療法は，担当医の指示のもとに開始した．当院において

Laminotomy 施行後の理学療法を実施する際，基準として提示されてい

るプロトコールを表 1 に示す．術後の経過によってはプロトコールから

外れ，担当医の指示のもと体幹筋力強化の開始時期が遅れる場合もある． 
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術後当日からベッドサイドにて開始し，術後合併症として危惧される

深部静脈血栓および神経癒着の予防を目的に，足関節自動運動から開始

した．この際，腰部疾患術後のプロトコールを基準とし，理学的評価結

果に基づき理学療法を実施していくことを説明した．また，体幹筋強化

の必要性および重要性もこの際に説明した．術後 2 日目で術創部に刺入

されたドレーンが抜去され，歩行が許可となり，リハビリテーションセ

ンターでの理学療法が開始となった．内容としては主に下肢の筋力強化

が主体で，術前神経症状によって障害をきたしていた筋に対して行った．

この際の負荷量は創部痛が生じない程度に設定し，調整しながら漸増的

に行った．体幹筋力強化は，術後 2 週目に抜鉤が済み次第開始となった．

まずは背臥位で draw-in を行い，腹横筋活動を患者自身が認識できてか

ら座位での練習を開始した．座位での練習法が十分に習得されてから，

動作場面でも当該筋の活動を意識できるよう指導した．日常生活活動中

において，当該筋を活動させながらの動作が習得できてから自宅退院と

なった．入院期間は概ね 2～3 週間であった．退院後は，2 週後，4 週後，

1 ヵ月後，2 ヵ月後のペースで外来受診となり，それに合わせてその都度，

体幹筋力強化の動作確認を行った． 

 

表 1 Laminotomy 後リハビリテーションプロトコール 

術後期間 当日 術後1～3日目 1週目 2週目 3週目 

安静度 ･Bed上安静  

･Gatch up 30° 

･ドレーン抜去 

･Gatch up free 

 ･抜鉤 ･退院 

検査   ･X-p.  ･MRI，

CT，X-p. 

身体活動 ･下肢運動 ･下肢筋力強化 

ストレッチ開始

･軟性コルセット

着用し歩行開始

 ･腹背筋強化開始  

※ 術後 3 ヶ月：コルセット装着終了 
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Ⅲ．結果 

1．症例 1 

1）患者背景 

  57 歳男性．身長 166.5cm，体重 77.0kg（BMI26.7）．診断名：第 3/4

腰椎椎間板ヘルニア．職業：メッキ業（経営）．母，妻，孫との 4 人暮ら

し． 

  平成 20 年 5 月 15 日から腰痛出現あり．5 月 18 日の夕方頃から左下肢

に痛みと痺れが出現し，起立困難となる．症状が強いため，5 月 23 日に

当院受診し MRI にて上記診断される．神経根ブロックおよび内服にて経

過観察していたが，症状に変化なく徐々に憎悪したため，7 月 27 日に入

院となり，8 月 4 日に laminotomy を施行した．術後の経過はほぼ問題な

く，腰部の違和感および左下肢の痺れが軽度残存するも，術後 16 日で退

院となった．退院 6 日目から職場復帰している．既往は特になかった． 

  薬物療法として，術前に消炎鎮痛剤の内服があった．術後の内服処方

はなかった． 

2）理学的評価 

症例 1 の身体機能の変化 

項目 退院時 3 ヵ月後 

体幹持久力 20 秒 60 秒

NRS 3/10 3/10

体幹持久力は，退院時は 20 秒（23 秒で腰痛が出現したため，20 秒で

処方），術後 3 ヵ月は 60 秒であった．疼痛の評価として NRS は退院時

3/10，腰部の違和感および左下肢の痺れが残存し，術後 3 ヵ月も 3/10 で

あった． 

3）身体活動 

身体活動度は発症前の平均的な 1 週間では 820.5kcal/day，術後 3 ヶ月

の平均的な 1 週間では 505.1kcal/day であった．中等度の活動は，発症

前では週 6 日で 1 日に 2 時間，術後 3 ヵ月では週 5 日で 1 日に 30 分で

あった．10 分以上歩く頻度は，発症前では週 7 日で 1 日に 10 分，ゆっ
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たりとした速度で歩行しており，術後 3 ヵ月では 0 日であった．平日の

安静座位・臥床時間は，発症前では 11 時間，術後 3 ヵ月では 17 時間 30

分であった．休日の安静座位・臥床時間は発症前では 12 時間，術後 3 ヵ

月では 18 時間であった． 

4）HE 継続率 

 

HE 実施の経時的推移 

 

 
HE 週別実施率 
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HE 曜日別実施率 

 

8 月 4 日に laminotomy を施行し 8 月 20 日に退院したため，11 月 3

日までを調査日として 76 日に渡り調査を行った． 

実施日は 26 日，非実施日は 50 日で，実施率は 34.2％であった．非実

施日は退院日 1 日，風邪によるもの 4 日などであった． 

経時的な推移をみると，9 月 21 日以降はすべて非実施となっていた．

週別実施率においては，第 1 週 85.7％（6days/week），第 2 週 85.7％

（ 6days/week），第 3 週 100.0％（ 7days/week），第 4 週 42.9％

（3days/week），第 5 週 57.1％（4days/week），第 6 週から第 11 週まで

は全て 0.0％（0days/week）であった．曜日別実施率においては，月曜

36.4％（4days/11weeks），火曜 40.0％（4days/10weeks），水曜 27.3％

（ 3days/11weeks ）， 木 曜 36.4 ％ （ 4days/11weeks ）， 金 曜 36.4 ％

（ 4days/11weeks ）， 土 曜 36.4 ％ （ 4days/11weeks ）， 日 曜 27.3 ％

（3days/11weeks）であった． 

術後 3 ヶ月の時点での感想として，「腹筋の運動をやっても痛みがとれ

ないから，やっても意味がないと感じた．自分に必要かどうか分からな

くなった．」とあった． 
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5）質問表の結果 

症例 1 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化 

 介入時 抜鉤時 3 ヵ月後 

SE 100 70 50

効果の有無 3 4 2

重要度 3 4 2

 

 

症例 1 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化 

 

症例 1 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化介入時，抜鉤時，術

後 3 ヶ月の順に結果を述べる．効果の有無は 3，4，2 と変化した．重要

度は 3，4，2 と変化した．コルセット筋を鍛えるための運動継続 SE は

100，70，50 と変化した． 
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6）バリア項目 

 

症例 1 のバリア項目 

 

症例 1 のバリアについて順に述べる．忙しくて時間がない 4，疲れてい

るから休みたい 4，面倒くさい 1，特に必要と思わない 1，運動を行う環

境・機会がない 1，一緒に運動を行う仲間がいない 1，運動するのが嫌い

1，日常の生活で十分に運動の代わりになっている 1，運動の量が多い 1，

身体上の理由（腰部および左下肢の症状の残存，および風邪が理由とし

て回答された．）4 であった． 

7）結果の解釈 

身体機能について，体幹持久力は向上を認めたが，疼痛に著変はなく

術後 3ヶ月においても腰部の違和感および左下肢の痺れは残存していた．

期間中，HE の施行による疼痛の増強はみられなかったため，担当医の相

談のもと HE の継続は促されていた．身体活動度では発症前と術後 3 ヶ

月では大きく差が出ており，これは仕事内容の変化が影響しているもの

と考えられた．発症前は現場作業が多く，現在は事務作業中心となった

ため，中等度の活動が減少し，デスクワークの時間が増加していた．HE

継続率について，第 4 週以降から急激に継続率が落ちた．これは，第 4

週に風邪を引いた時点で疼痛の憎悪が見られ，翌週には以前程度の疼痛

に戻ったものの，その後も症状が継続していたことが原因と考えられた．
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本症例は「腹筋の運動をやっても痛みがとれないから，やっても意味が

ないと感じた．自分に必要かどうか分からなくなった．」と訴え，体幹筋

力強化にてこれらの症状が軽減すると解釈しており，体幹筋力強化の意

味を認識しきれていなかった．この点の相違が，運動の継続率の低さに

結びついたものと思われた．曜日間の変化は特に認めなかった．運動継

続 SE は徐々に低下しており，効果の有無および重要度においては，抜

鉤時では「かなり当てはまる」であったものが術後 3 ヶ月では「少し当

てはまらない」へと，大きく変化していた．これらの理由として，HE を

行っているにもかかわらず，疼痛に変化がみられなかったことによるも

のが影響しているものと推察した．バリアについて，「忙しくて時間が

ない」，「疲れているから休みたい」，「身体上の理由」が大きな理由

として挙げられた．本症例は工場を経営しており，1 日の労働時間が半日

を超えるのが日常であったことが，身体上の理由に加え影響しているも

のと思われた． 

 

2．症例 2 

1）患者背景 

  53 歳男性．身長 165.8cm，体重 63.0kg（BMI22.9）．診断名：第 4/5

腰部脊柱管狭窄症．職業：工場事務員．母，妻，子供 2 人との 5 人暮ら

しだが，他県から単身赴任中であり，毎週末に帰省． 

  平成 19 年 3 月 14 日から右足尖の痺れ，違和感あり当院受診．MRI に

て上記診断される．内服にて経過観察するも，平成 20 年 1 月頃から腰痛

出現．7 月頃には右下肢の痺れも憎悪し，疼痛が下肢まで放散し始めたた

め，8 月 7 日に入院となり，8 月 11 日に laminotomy を施行した．術後

の経過はほぼ問題なく，術前症状の訴えはなし．術後 21 日で退院となっ

た．退院 15 日目から職場復帰している．既往として頚椎椎間板ヘルニア

があり，48 歳のときに手術をしている． 

  薬物療法として，術前に補酵素型ビタミン B12 製剤の内服があった．

術後の内服はなかった． 
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2）理学的評価 

症例 2 の身体機能の変化 

項目 退院時 3 ヵ月後 

体幹持久力 30 秒 60 秒

疼痛 0/10 0/10

体幹持久力は，退院時は 30 秒（30 秒で疲労感が出現したため，30 秒

で処方），術後 3 ヵ月は 60 秒であった．疼痛の評価として NRS は退院時

も術後 3 ヵ月も 0/10 であった． 

3）身体活動 

身体活動度は発症前の平均的な 1 週間では 276.4kcal/day，術後 3 ヶ月

の平均的な 1 週間では 266.2kcal/day であった．重度および中等度の活

動は発症前，術後 3 ヵ月いずれもなかった．10 分以上歩く頻度は，発症

前では週 1 日で 1 日に 30 分，術後 3 ヵ月では 5 日で 1 日に 20 分で，い

ずれもゆったりとした速度の歩行であった．平日の安静座位・臥床時間

は，発症前では 13 時間，術後 3 ヵ月では 12 時間であった．休日の安静

座位・臥床時間は発症前では 15 時間，術後 3 ヵ月では 12 時間であった． 

4）HE 継続率 

 

HE 実施の経時的推移 
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HE 週別実施率 

 

 

HE 曜日別実施率 

 

8 月 11 日に laminotomy を施行し 9 月 1 日に退院したため，11 月 10

日までを調査日として 71 日に渡り調査を行った． 

実施日は 56 日，非実施日は 15 日で，実施率は 78.9％であった．非実

施日は退院日 1 日，仕事復帰日 1 日，出張 2 日，週の初め 3 日，週末（金

曜から日曜）に 8 日であった． 

経時的な推移では，特に大きな変化は認められなかった．週別実施率

においては，第 1 週 71.4％（5days/week），第 2 週 100.0％（7days/week），

第 3 週 57.1％（4days/week），第 4 週から第 8 週までは全て 85.7％

（ 6days/week），第 9 週 57.1％（ 4days/week），第 10 週 85.7％

（6days/week），第 11 週 0.0％（0day/day）であった．曜日別実施率に

おいては，月曜 54.5％（6days/11weeks），火曜 100.0％（10days/10weeks），
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水曜 100.0％（10days/10weeks），木曜 100.0％（10days/10weeks），金

曜 50.0％（5days/10weeks），土曜 80.0％（8days/10weeks），日曜 70.0％

（7days/10weeks）であった． 

術後 3 ヶ月の時点での感想として，「自分にとって必要だとは分かって

はいるけど，疲れている時はどうしてもさぼってしまった．」とあった． 

5）質問表の結果 

症例 2 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化 

 介入時 抜鉤時 3 ヵ月後 

SE 70 83 80

効果の有無 3 4 4

重要度 4 4 4

 

 
症例 2 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化 

 

症例 2 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化について介入時，抜

鉤時，術後 3 ヶ月の順に結果を述べる．効果の有無は 3，4，4 と変化し

た．重要度は 4，4，4 と不変であった．コルセット筋を鍛えるための運

動継続 SE は 70，83，80 と変化した． 
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6）バリア項目 

 

症例 2 のバリア項目 

 

症例 2の HE非実施の理由について順に述べる．忙しくて時間がない 2，

疲れているから休みたい 4，面倒くさい 3，特に必要と思わない 1，運動

を行う環境・機会がない 1，一緒に運動を行う仲間がいない 1， 運動す

るのが嫌い 1，日常の生活で十分に運動の代わりになっている 1，運動の

量が多い 1，身体上の理由 1 であった． 

7）結果の解釈 

身体機能について，体幹持久力の向上を認めた．疼痛は調査期間中，

時折出現することはあったものの，術後 3 ヶ月の時点での訴えはなかっ

た．身体活動度では発症前と術後 3 ヶ月に大差はなく，元々の仕事内容

が事務仕事であったこと，発症前もスポーツなどを行っていなかったこ

となど，発症前の生活スタイルが現在のものに近いものであったことが

理由として考えられた．HE 継続率について，第 3 週の継続率が落ちてい

るが，この週から仕事に復帰したこと，および 2 日間の出張があったこ

とが理由として考えられた．第 11 週目の数値の低さは，第 11 週の調査

日が 1 日しかなかったことが理由として挙げられる．曜日間の実施率で

は，火曜から木曜の実施率は 100％であるのに対し，月曜および週末の

実施率が低いことが特徴的であった．理由として，本症例は他県から単

身赴任中であり，毎週末に帰省していることが影響していると推察され
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た．運動継続 SE，効果の有無および重要度についてはほぼ変化は認めら

れず，術後 3 ヶ月においても維持されていた．症例 1 と比較し，本症例

は疼痛コントロールが良好であったことが大きな要因であると思われる．

バリアについて，当てはまる順に「疲れているから休みたい」，「面倒

くさい」，「忙しくて時間がない」が挙げられた．本症例の生活背景か

ら，週末の帰省が疲労に繋がっていること，平日の家事を自ら行わなく

てはならないことなどが影響しているものと思われた． 

 

3．症例 3 

1）患者背景 

  72 歳男性．身長 168.0cm，体重 70.0kg（BMI24.8）．診断名：第 4/5

腰部脊柱管狭窄症．職業：無職．妻との 2 人暮らし． 

  平成 19 年 7 月から腰痛が出現．経過観察していたが，両殿部および両

足部に痺れが出現し歩行困難となったため当院受診．MRI にて上記診断

される．内服およびブロックにて加療するも，症状緩解せず．9 月 22 日

に入院となり，9 月 24 日に laminotomy を施行．術後の経過はほぼ問題

なく，術前症状の訴えはなし．術後 18 日で退院となった．既往として頚

椎後従靭帯骨化症がある． 

  薬物療法として，術前に循環器系薬剤や消炎鎮痛剤の内服があった．

術後は 2 週間のみ消炎鎮痛剤の内服処方があった． 

2）理学的評価 

症例 3 の身体機能の変化 

項目 退院時 3 ヵ月後 

体幹持久力 40 秒 120 秒

疼痛 1/10 0/10

体幹持久力は，退院時は 40 秒（43 秒で腰部の違和感が出現したため，

40 秒で処方），術後 3 ヵ月は 120 秒であった．疼痛の評価として退院時

は腰部痛が残存しており NRS は 1/10，術後 3 ヵ月は症状緩解し 0/10 で

あった． 

 21



3）身体活動 

身体活動度は発症前の平均的な 1 週間では 623.0kcal/day，術後 3 ヶ月

の平均的な 1 週間では 679.9kcal/day であった．重度の活動は，発症前

は無く，術後 3 ヶ月では週 2 日で 1 日に 30 分であった．中等度の活動は，

発症前では週 7 日で 1 日に 1 時間，術後 3 ヵ月では週 2 日で 1 日に 2 時

間 30 分であった．10 分以上歩く頻度は，発症前では週 2 日で 1 日に 40

分，ゆったりとした速度で歩行しており，術後 3 ヵ月では週 7 日で 1 日

に 30 分であった．安静座位・臥床時間は，平日・休日ともに発症前も術

後 3 ヵ月も 14 時間であった． 

4）HE 継続率 

 

HE 実施の経時的推移 

 
HE 週別実施率 
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HE 曜日別実施率 

 

9 月 24 日に laminotomy を施行し 10 月 10 日に退院したため，12 月

23 日までを調査日として 75 日に渡り調査を行った．実施日は 75 日，非

実施日は 0 日で，実施率は 100.0％であった． 

週別実施率においては，第 11 週のみ 5days/5days，第 10 週までは

7days/week で全ての週において 100.0％であった．曜日別実施率におい

ては，水曜および木曜のみ 10days/10weeks，他の曜日は 11days/11weeks

で全ての曜日において 100.0％であった． 

術後 3 ヶ月の時点での感想として，「身体を動かすのは嫌いじゃないし，

時間も余っている．何より，自分の身体は自分が理解して治さないとい

けないから継続できた」とあった． 

5）質問表の結果 

症例 3 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化 

 介入時 抜鉤時 3 ヵ月後 

SE 100 100 100

効果の有無 4 4 4

重要度 3 3 4
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症例 3 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化 

 

症例 3 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化について介入時，抜

鉤時，術後 3 ヶ月の順に結果を述べる．効果の有無は 4，4，4 と不変で

あった．重要度は 3，3，4 と変化した．コルセット筋を鍛えるための運

動継続 SE は 100，100，100 と不変であった． 

6）バリア項目 
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症例 3 のバリア項目 

 

症例 3 の HE 非実施の理由について，挙げられた全ての項目において 1

との回答を得た． 
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7）結果の解釈 

術後の腰痛が退院時にも続いていたため消炎鎮痛剤が処方されていた

が，退院後 2 週ほどで症状は緩解し，術後 3 ヶ月の時点では訴えはなか

った．体幹持久力も向上し，身体活動度では術後 3 ヶ月の方が発症前と

比較してやや向上していた．生活スタイルに大きな変化は無かったもの

の，趣味であった散歩の機会が増えたことや以前より行っていた庭仕事

の時間が延長したこと，重量物を扱う機会が増えたことなどが結果に影

響しているものと考えられた．運動継続 SE について，元々運動するこ

とが好きな症例で身体活動度が高かったことから SE は調査終始 100 を

保っていた．また，実施している運動に関しての理解力は良好で，身体

の構造などを自分で調べたりこちら側に質問したりすることが多く，効

果の有無についても調査終始 4 を保っていた．重要度について，介入時

および抜鉤時での評価の際は「体幹筋力強化の必要性は分かったが，ま

だ実際に行っていないため自分にとって重要かは分からない」との理由

から『少し当てはまる』に回答していたが，術後 3 ヶ月での評価では「体

幹筋力強化をやったことでお腹周りがしっかりして，動きやすくなって

いくのがわかった」とのことで『かなり当てはまる』に回答していた．

HE 継続率について，本症例では継続率 100.0％という結果を得たが，

HE 継続の理由として「自分の身体は自分が理解して治さないといけない

から」，「時間が余っているから」，「身体を動かすのは嫌いじゃない

から」などの回答が挙げられた．以上のことを踏まえ症例 1，2 と比較し

た場合，無職であり時間的余裕があったこと，および HE を行う理由お

よび効果に関しての理解が高い状態を維持できたことが，継続率向上に

関しての最大の要因になったと思われる． 
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4．症例 4 

1）患者背景 

  74 歳男性．身長 165.3cm，体重 61.0kg（BMI22.9）．診断名：第 4/5

腰部脊柱管狭窄症．職業：会社役員．妻，長男夫婦，孫との 5 人暮らし． 

  平成 18 年頃から右下肢痛および両母趾の痺れと知覚鈍麻が時折出現

するようになる．経過観察を続けていたが，平成 20 年 7 月頃から右腰部

から右下腿後面かけて疼痛が出現するようになったため，当院受診．MRI

にて上記診断される．内服およびブロックにて加療するも，症状緩解せ

ず．9 月 24 日に入院となり，9 月 29 日に laminotomy を施行．術後の経

過はほぼ問題なく，術前症状の訴えはなし．術後 17 日で退院となった．

退院 12 日目から職場復帰している．既往として糖尿病，高血圧，第 2/3

腰椎椎間板ヘルニアがあり，68 歳のときに手術をしている． 

  薬物療法として，術前にインスリンや降圧剤などの内服があったもの

の，その他の内服はなかった．退院時の内服処方は無かったものの，術

後腰部痛の残存から術後 2 ヶ月目の定期健診の際に消炎鎮痛剤が処方さ

れた． 

2）理学的評価 

症例 4 の身体機能の変化 

項目 退院時 3 ヵ月後 

体幹持久力 60 秒 120 秒

疼痛 1/10 0/10

体幹持久力は，退院時は 60 秒（60 秒で疲労感が出現したため，60 秒

で処方），術後 3 ヵ月は 120 秒であった．疼痛の評価として退院時は腰部

痛が残存しており NRS は 1/10，術後 3 ヵ月は症状緩解し 0/10 であった． 

3）身体活動 

身体活動度は発症前の平均的な 1 週間では 369.1kcal/day，術後 3 ヶ月

の平均的な 1 週間では 571.9kcal/day であった．重度の活動は，発症前

は無く，術後 3 ヶ月では週 4 日で 1 日に 60 分であった．中等度の活動は，

発症前では週 1 日で 1 日に 2 時間，術後 3 ヵ月では週 2 日で 1 日に 1 時
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間であった．10 分以上歩く頻度は，発症前では週 5 日で 1 日に 40 分，

ゆったりとした速度で歩行しており，術後 3 ヵ月では週 2 日で 1 日に 30

分であった．平日の安静座位・臥床時間は，発症前も術後 3 ヵ月も 12 時

間であった．休日の安静座位・臥床時間は発症前も術後 3 ヵ月も 10 時間

であった． 

4）HE 継続率 

 

HE 実施の経時的推移 

 

 
HE 週別実施率 
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HE 曜日別実施率 

 

9 月 27 日に laminotomy を施行し 10 月 16 日に退院したため，12 月

28 日までを調査日として 74 日に渡り調査を行った．実施日は 74 日，非

実施日は 0 日で，実施率は 100.0％であった． 

週別実施率においては，第 11 週のみ 4days/4days，第 10 週までは

7days/week で全ての週において 100.0％であった．曜日別実施率におい

ては，月曜から水曜までが 10days/10weeks，他の曜日は 11days/11weeks

で全ての曜日において 100.0％であった． 

術後 3 ヶ月の時点での感想として，「自分の身体に自信がついた．もう

病気になりたくないから自分でがんばる．運動するのが習慣になったか

ら，今は運動をしないと気持ち悪くなる」とあった． 

5）質問表の結果 

症例 4 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化 

 介入時 抜鉤時 3 ヵ月後 

SE 90 90 100

効果の有無 4 4 4

重要度 4 4 4
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症例 4 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化 

 

症例 4 の運動継続 SE，効果の有無，重要度の変化について介入時，抜

鉤時，術後 3 ヶ月の順に結果を述べる．効果の有無も重要度も 4，4，4

と不変であった．コルセット筋を鍛えるための運動継続 SE は 90，90，

100 と変化した． 

6）バリア項目 
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症例 4 のバリア項目 

 

症例 4 の HE 非実施の理由について，挙げられた全ての項目において 1

との回答を得た． 

 29



7）結果の解釈 

術後の腰痛が退院時にも続いており，経過観察するも緩解しなかった

ため，術後 2 ヶ月目の定期健診の際に消炎鎮痛剤が処方された．内服 3

日ほどで症状は緩解し，術後 3 ヶ月の時点では訴えはなかった．体幹持

久力も向上し，身体活動度は術前に比較して大きく向上していた．発症

前は月 2 回のゴルフや週 5 日ウォーキングを行うなど元々運動が好きな

症例であったが，手術により症状が緩解したことで「自分の身体に自信

がついた」，「もう病気になりたくないから自分でがんばる」と，就業時

間を短縮してその時間を運動に充て，週 4 日のジョギングや週 2 日の自

転車運動を行うようになったことなど生活スタイルが変化したことが，

身体活動度の変化に大きく影響しているものと考えられた．運動継続 SE

について，症例は会社を経営しており，入院時は「仕事があるから毎日

運動するのは自信がないかも」と SE が 90 となっていたが，日常生活内

に運動を取り入れた結果「運動しないと気持ちが悪い」とのことで，術

後 3 ヵ月には運動継続 SE は 100 になっていた．また，実施している運

動に関しての理解力は良好で，効果の有無および重要性については調査

終始 4 を保っており，本症例でも継続率 100.0％という結果が得られた．

バリアとしては，就業による時間の制約が大きく掛かってくることが予

測された．しかし，症例 3 のように HE を行う理由および効果に関して

の理解が高い状態を維持できたことにより，運動の時間を日常生活の中

に新たに組み入れることができたことが，継続率向上に関しての最大の

要因になったと思われる．自分の身体の状態を理解し，自分自身で管理

していくという姿勢が構築できたことが HE 継続に繋がったと推察する． 
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Ⅳ．総合解釈 

今回，単椎間 Laminotomy を施行した 4 症例について，HE 継続率を継時

的に調査することで，HE の継続率と関連している要因について検討した． 

前述のとおり，課題に対する認識や SE は運動プログラムを採択するかどう

か 15)，また監視下にあるプログラムを終了した後も運動を継続するかどうか

を予測する上で重要な予測因子であると報告されている 14) ．Bandura によ

れば，過去の身体活動経験が高いほど SE が高いとあり 32)，また Herrick ら

によれば，SE が高いほど身体活動のレベルが高いとある 33)．8 月から経過を

追っていた症例 1，2 を比較した場合，症例 1 の仕事の方が活動的な内容が多

かったため発症前身体活動度は高く，介入時点では症例 2 よりも SE が高か

った．この結果から症例 1 の継続率の方が高くなることを予想したが，結果

は逆で症例 2 の継続率の方が高かった．この結果に伴うかのように，症例 2

では調査期間を通して SE はほぼ一定の軌跡を呈しており，症例 1 では介入

時を頂点に徐々に減少し，最終的には介入時の半分まで減少していた．Sallis

ら 34)は，運動からのドロップアウトの最も多い理由は「傷害」であるとして

いる．症例 1 は入院中から術後の症状が残存しており，これが SE の低下に

影響している最大の要因かと思われた．症例 1 の場合，HE の施行による疼痛

の増強はみられなかったため，担当医の相談のもと HE の継続は促されたが，

継続には至らなかった．青木によれば，HE は患者自身が治療効果を判定しや

すい場合は継続する割合が高いとしている 35)．今回指導した HE が除痛目的

ではなく再発防止目的であったため，症例 1 自身が「腹筋の運動をやっても

痛みがとれないから，やっても意味がないと感じた．自分に必要かどうか分

からなくなった．」と訴えているように，HE の効果を判定しにくかったこと

も結果に大きく影響したものと思われる．このことは，効果の有無および重

要性についての調査結果にも表れている． 

課題に対する意味付けや必要性に対しての価値観が，SE へ与える影響は大

きいことは報告されている 15)．症例 1 の効果の有無および重要度に対しての

回答は，介入時・抜鉤時ではポジティブなものであったが，術後 3 ヶ月の時

点ではネガティブなものへと変化している．上記のように，症例 1 は術後の

症状が持続していた．症例的には体幹筋力強化にてこの症状が軽減すると解
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釈しており，体幹筋力強化の意味を認識しきれていなかった．この点が結果

に影響しているものと推察した．症例 1，2 の比較から以上のような知見を得

たが，9 月から経過を追っていた症例 3，4 は入院中の SE および HE に対し

ての認識は高かったものの，退院時に術後の腰痛が残存していたという症例 1

と同様の経過であったため，それと近似した経過を追うと予測していた．し

かし，症例 3，4 は調査期間中において終始 SE および HE の効果および重要

性に対しての認識が高い状態を維持できており，継続率 100.0％という結果を

残した．症例 3 は術後約 1 ヶ月まで，症例 4 は術後約 2 ヵ月まで疼痛が残存

していたことを踏まえると，この 2 例を症例 1 と比較した際に大きく違う点

は「HE の効果・重要性を認識できていたこと」および「時間的な制約の有無」

であった．以上のことから，HE の継続には，指導された HE の効果および重

要性を患者自身がいかに認識できているかが大きく関わってくることが分か

った．また，発症前身体活動度の高さは SE を介し継続率と関連すると思われ

たが，介入時 SE との関連性が示されたのみで，継続率との関連性は見受けら

れなかった． 

以上のように，腰部疾患術後患者のHE継続率に影響を与えると思われる因

子について調査したが，運動の継続の際には様々なバリアが継続を阻害する

とある31)．バリアについて，Weinbergら36)は一般な不活動の主な理由として，

時間のないこと，活力がないこと，動機づけがないことを理由として挙げて

いる．今回の調査においては「疲れているから休みたい」，「忙しくて時間が

ない」，「面倒くさい」，「身体上の理由」が挙げられた．鍋谷ら28)は運動指導

の際，各バリアに対して考慮されたプログラムを指導することが運動継続に

関して有用であることを述べている．以下に，今回バリアとして挙げられた

項目を中心に考察を進める． 

 

【各バリアの検討】  

1．忙しくて時間がない 

症例 1 の回答として挙げられた．Whaley ら 37)によれば，運動を行うた

めに時間が必要なことは全ての成人年齢層において典型的な例であり，時

間不足が人々の定期的な運動実施を最も妨げるバリアであるとしている．
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症例 1 は退院 6 日目から職場復帰していた．身体的制限によって退院 4 週

目以降は継続率が低かったが，退院 3 週目までは仕事上の時間的制限があ

ったにも関わらず継続率は高かった．これは，指導した HE が職場でも実

施可能な内容であったことが影響しているものと推察する． 

2．疲れているから休みたい 

 症例1，2が回答している．小木38)によれば，主観的疲労感は「活動をや

めて休息しなさい」という休息要求のサインであるとしている．人はこの

疲労感を手掛かりとして疲労した状態から回復するための行動をとってい

る．塚本39)の研究によれば，睡眠や音楽聴取，会話などにより疲労回復を

図る者が多く，自覚症状の程度によってこれらを日常生活の中で自己コン

トロールしながら疲労回復しているという結果を得たとあることから，余

暇時間の過ごし方が疲労回復を図る上で重要であることが示唆される．

Weinbergら36)は，疲労は身体的よりもむしろ精神的なものとしている．こ

のことから，HEを新たに生活の中に取り入れることによる時間的制限は既

存の日常生活習慣を変えていくことに繋がり，疲労回復のための時間が阻

害されるため，精神的ストレスから疲労を招き患者にとって大きなバリア

と成り得ることが考えられる． 

3．面倒くさい 

   症例 2 の回答として挙げられた．その理由として「疲れていると休みた

いのが優先的になり，HE が面倒になることがあった」と言っていることか

ら，「疲れているから休みたい」の項に準じた検討が必要かと思われる． 

4．運動を行う環境・機会がない 

Whaley ら 37)によれば，身体活動を行える環境やプログラムへのアクセ

ス制限がバリアと成り得ることを述べているが，このバリアを解消する目

的もあり今回の運動方法を推奨しているため，今回対象とした 4 例では，

バリアとしてこれを挙げる者はいなかった． 

5．一緒に運動を行う仲間がいない 

伊藤40)は，人間の動機づけは「無動機づけ⇔外発的動機づけ⇔ 内発的動

機づけ」の連続体上にあるものと位置づけており，集団志向などは人間関

係の依存による外発的動機づけの領域に位置するとし，外発的動機づけに
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よって動機を充足しながらより高次の段階へ展開していくことが必要とい

っている．諸家によれば，定期的な電話連絡が運動継続に有効としており，

セラピストによる定期的なチェックが治療目標を達成するために重要とし

ている41,42)．今回対象とした4例では，バリアとしてこれを挙げなかったが，

セラピストの定期的な介入が一因であったと示唆する． 

6．運動するのが嫌い 

運動の好き嫌いが生じる理由として，森43)は自己概念の形成が大きく関

与していると述べている．自己概念とは，自分についての認知・イメージ

のことであるが，幼少期に形成されはじめるとされている．つまり，幼少

期における自己能力の捉え方次第で，運動が好きになったり嫌いになった

りするのである．また滝本ら44)によれば，体力の自信や必要性の認識がよ

り大きく影響しているとしており，できるだけ早期に運動に対する行動変

容を求めるとともに，体力に対する認識の変容を求めることの重要性を伝

えている．さらに谷木ら45)は，運動・体育に対する態度は年齢・学年が上

がるほどネガティブなものになると述べている．以上のことからも，年齢

を経た対象者の場合は新たな活動を促すのは困難であることが示唆される．

だからこそ，「一緒に運動を行う仲間がいない」の項目のように，外発的

動機づけから内発的動機づけへと繋げるようなアプローチが重要となると

考える． 

7．特に必要と思わない／8．日常の生活で十分に運動の代わりになっている 

理学療法介入時において，体幹筋力強化の必要性および重要性に関して

の説明は全ての患者に対して実施している．また，今回指導した HE はそ

の動作固有の効果を持っているため，日常生活においてカバーでき得るも

のではないことも併せて説明している．以上のことからこれらがバリアと

して挙がった場合，患者自身の HE の効果および重要性に対する認識不足

が原因として示唆される． 

9．運動の量が多い 

   各個人ごとの身体能力を考慮したうえで個別のプログラムを指導してい

るため，これをバリアとして挙げることはなかった．もしこの項目がバリ

アとして挙がった場合，HE の負荷量を再評価する必要があるかと思われる． 
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10．身体上の理由 

   構造的・生理機能的に問題が生じていた場合，まずは治療が第一の選択

となるため，症状消失までは行うべきではないと考える．しかし今回の症

例 1 の場合，身体上の理由が一番大きかったと回答しているものの，指導

された HE の施行により疼痛が増強するわけではなく，術後疼痛が消えな

いことが原因であった．この結果からも，HE 効果および重要性の認識不足

が結果に大きく影響したものと思われる． 

 

以上，各バリアについて検討した．今回の調査では指導したHEとバリアと

の関連性を導き出す結果には至らなかったが，バリアとして挙げられた項目

数は少なかったことから，HEとして取り入れるプログラム内容としては比較

的良好であったと考える．鍋谷ら31)によれば，指導する運動は心理的に好ま

しく，運動を生活の中に取り入れようと思った時に抵抗のないプログラムで

あることが重要であるとしている．今回調査した上記の各バリアを踏まえる

と，新たな活動としてHEを指導するのであれば，「時間に対する配慮」およ

び「疲労感に対する配慮」を第一に念頭におき，日常生活中において何かを

行いながらでも実行できるような運動方法を考慮する必要があると考える． 

 

  ここまで述べたように，HE を継続していく上で SE や実施している HE に

対しての認識，バリアの存在は，継続率を左右する重要な因子であることが

分かる．患者の身体機能面に目を向け HE を指導することは当然必要である

が，そのプログラムが実行されていないのでは指導の意味をなさない．患者

個別に上記の要素を調査することは，各個人ごとにどの部分に重きを置いて

HE を指導することが良好な結果をもたらす指導法となり得るのかを検討し

ていく上で，有益なものとなると考える．今回の対象は Laminotomy 後の症

例に限局したものであったが，症例の状態によっては体幹筋力強化以外の HE

も指導するため，バリアも変化することが予想される．よって「コルセット

筋を鍛えるための運動継続 SE」だけでなく，その他の HE の継続率およびそ

の他の要因も調査していくことが，腰部疾患術後患者の治療成績を挙げる上

で重要となり，今後の課題であると思われる． 
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退院後の生活を送る上で患者自身が体調管理を行っていくことが重要とな

ることは周知されており，多くの病院ではそのための HE の方法を指導して

いるが，それを継続させるための配慮がなされていないのが現状である．今

回の調査により HE の継続率を上げるような指導を行うためには SE，HE に

対しての認識，バリアを個別に把握しておくことが重要となることが分かっ

た．これと併せて，医療機関での定期的なチェックによりその訓練効果を判

定していくことは必要であるが，まずは患者自身が HE の目的を理解し，日々

の自己身体の変化に目を向けていくことが HE 継続のための第一歩であると

思われる．近年，リハビリテーション分野において認知運動療法が取り上げ

られることが多くなっており，宮本 46)は運動機能の回復において，患者は「治

療してもらう」という受動的姿勢ではなく，患者自身が自己身体を認識して

治療を進める能動的姿勢の重要性を述べている．また，葛山ら 47)によれば，

HE を継続させるには，患者自身が自らの状態を理解することや効果を実感す

ることが必要とある．今回の HE 継続に関しての個々の結果を踏まえ，退院

後の HE の指導として認知運動療法が応用できないかどうかを検討していき

たい．今回の調査においては，対象数の少なさから結果より考察できること

に限界があるが，今後も継続して調査していくことで臨床に活用していく所

存である． 
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セルフ・エフィカシー
－今後，腹筋の運動を毎日行う自信がどの程度あるかをお尋

ねします．以下の直線は，0％が「全く自信がない」，100％
が「かなり自信がある」を指しています．最も良く当てはまる
所に線を引いてください．

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全く

自信がない

やや

自信がない

どちらとも

いえない

やや

自信がある

かなり

自信がある

 

【効果の有無】

腹筋の運動は効果があると思いますか？

【重要性】

腹筋の運動は重要だと思いますか？

効果の有無・重要性
－実施する腹筋の運動が自分にとって効果があるかどうか，お

よび重要と思うかどうかについてお尋ねします．下記の項目
を読んで，最も良く当てはまる数字に○をつけてください．

4．かなり当てはまる 3．少し当てはまる
2．少し当てはまらない 1．かなり当てはまらない

 

運動を行えなかった時の理由

① 忙しくて時間がない
② 疲れているから休みたい
③ 面倒くさい
④ 特に必要と思わない
⑤ 運動を行う環境・機会がない
⑥ 一緒に運動を行う仲間がいない
⑦ 運動するのが嫌い
⑧ 日常の生活で十分に運動の代わりになっている
⑨ 運動の量が多い
⑩ 身体上の理由（ ）

－あなたが腹筋の運動を行えなかった時の理由について，最も

良く当てはまる数字に○をつけてください．

4．かなり当てはまる 3．少し当てはまる
2．少し当てはまらない 1．かなり当てはまらない
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